
社　会関西電力グループのサステナビリティ 環　境 ガバナンス

S U S T A I N A B I L I T Y

サステナビリティマネジメント
当社グループは、経営の最上位概念である「関西電力グループ経営理念  Purpose & Values」において、お客さまや社会にとっての

「『あたりまえ』を守り、創る」という存在意義のもと、「公正」「誠実」「共感」「挑戦」という価値観を大切にして事業活動を行うこ
とで持続可能な社会を実現することを掲げています。また、この経営理念のもと、具体的にどのように行動すべきかを「関西電力
グループ行動憲章」において定めており、当社グループの全ての役員、従業員が本憲章に基づいて行動することで、当社グループ
の持続的成長ならびに持続可能な社会の実現を目指します。

▶関西電力グループ経営理念

▶関西電力グループ行動憲章
⃝基本的な考え方

「関西電力グループ行動憲章」は、「関西電力グループ経営理念 Purpose & Values」のもと、関西電力グループの役員、従業員が、
具体的にどのように行動すべきかを示したものであり、全ての社内規程等の前提として、私たちの事業活動における判断の拠り所
となるものです。
関西電力グループの事業活動は、お客さま、社会のみなさま、株主・投資家のみなさま、ビジネスパートナー、従業員といった様々
なステークホルダーのみなさまによって支えられています。こうしたみなさまから頂戴する信頼こそが、関西電力グループが企業
としての使命を果たし、持続的に成長を遂げていくための基盤です。
関西電力グループは、コンプライアンスを実践・徹底すること、すなわち、法令遵守はもとより時代の要請する社会規範とは何か
を常に考え、経営理念に基づき行動し続けることで、社会の一員としての責務を果たします。
また、グループの事業活動に対して様々なステークホルダーのみなさまから寄せられる期待に誠実にお応えすることにより、みな
さまからの信頼を確固たるものとしていきます。
このような認識のもと、関西電力グループは、全ての役員、従業員がそれぞれの持てる知恵を結集し、協働することで、社会の持
続的発展に貢献します。

Serving and Shaping the Vital Platform for a Sustainable Society

「あたりまえ」を守り、創る

私たちは、安全を守り抜くことを前提に、
「公正」「誠実」「共感」「挑戦」を大切にして行動します

With dedication to safety and security, we will act upon the values of Fairness, Integrity, Inclusion and Innovation

公正
Fairness

誠実
Integrity

共感
Inclusion

挑戦
Innovation

存在意義
Purpose

大切にする価値観
Values

経営理念 Purpose & Values
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1. コンプライアンスの実践・徹底
関西電力グループは、あらゆる事業活動の基盤として、コンプライアンスを実践・徹底します。業績や事業活動
をコンプライアンスに優先させることは断じてありません。また、コンプライアンスに関する問題の提起、報告を
行った人に対し、そのことを理由に、いかなる不利益な取扱いも行いません。

（一人ひとりの行動規範）
• 関西電力グループの一員として、良識と品格を持ち、誠実に行動します。
• 業務の遂行に当たって、事業を規制する国内外の法令をはじめとした関係法令および社内規程等を遵守

することはもちろん、企業倫理や社会常識にもとる行為は行いません。
•自分の行動について、以下を自らに問いかけます。

・その行動は、自分の良心に反することにならないか。
・その行動は、家族や大切な人に誇れるものか。
・その行動は、お客さまや社外の方に、堂々と説明することができるか。
・これまでどおりでよいと思ったり、正しいと思い込んだりしていないか。
・疑問や違和感を感じていることについて、そのままにしようとしていないか。

おかしいと感じたとき、疑問に思ったときは、勇気を持って、上位職位またはコンプライアンス相談窓口に報告・
相談します。

（注）2019年に発覚した当社の役職員が福井県高浜町の元助役から多額の金品を受け取っていた件や、退任役員への報酬を巡る問題によ

り、お客さまや社会のみなさまをはじめとした様々なステークホルダーのみなさまからの信頼を裏切り、多大なご迷惑をおかけしました。

本項目は、それを踏まえたものです。

2. 公正な事業活動
関西電力グループは、公正かつ自由な競争ならびに適正な取引を行い、不当な利益の取得を目的とする贈収賄等
を行いません。また、持続可能で透明性の高い、責任ある調達に努めます。

（一人ひとりの行動規範）
• より価値の高いサービスを、公正な競争を通じて提供します。
• 独占禁止法や電気事業法等、公正な事業活動に関する法令等を遵守し、ルール違反と決別します。
• 不適切な贈答・接待の提供および受領を行いません。
• 特定の個人や企業に対してのみ便宜を供するような行為は行いません。
• 政治・行政とは健全な関係を保ちます。
• 反社会的勢力・団体からの不当な要求に対しては、断固として拒否するとともに、個人ではなく組織と

して毅然とした対応を行い、一切関係を持ちません。

3. 適正な情報開示・管理と対話
関西電力グループは、事業活動に社会の声を的確に反映させるとともに、適時的確な情報公開・発信や、社会の
みなさまとのコミュニケーションを一層推進し、社会に対する説明責任を誠実に果たすことを通じて、透明性の高
い開かれた事業活動を行います。また、個人情報をはじめとする各種情報を適正に管理します。

（一人ひとりの行動規範）
• 社会のみなさまとのコミュニケーションを積極的に行います。
• 社会のみなさまへの情報提供や、事業活動をご理解いただく活動を公正に行います。
• 事業活動に対して、お客さまや社会のみなさまが抱いておられるご意見・ご要望等を幅広く収集し、そ

れを社内で共有し業務改善につなげます。
• 個人情報、お客さま情報、企業秘密等は適正に管理します。
• 業務に関する記録は厳正に取り扱います。
• 業務運営上の不具合が発生した場合は、迅速かつ的確に事実を報告します。
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  4. 人権の尊重とダイバーシティの推進
関西電力グループは、「人権」を国際社会共通の普遍的な価値ととらえ、人権に関する国際的な規範を支持し、あ
らゆる事業活動において人権を尊重します。また、事業活動に関わる誰もが安心して働き、能力を最大限発揮で
きる働き方の実現と職場風土の醸成を目指し、ダイバーシティを推進していきます。

（一人ひとりの行動規範）
• 事業活動に関わる全ての人々の人権を尊重し、ダイバーシティを推進します。
　・ 人種、国籍、信条、性別、性的指向、性自認、社会的身分、門地、職業、障がい等を理由にして、差

別、嫌がらせ、中傷、悪ふざけや、相手に不快な思いをさせるような言動は行いません。また、この
ような言動に同調したり見過ごしたりすることはしません。

　・いかなる強制労働および児童労働にも関与しません。
　・多様な価値観を活かし、健やかに活き活きと働ける職場づくりに努めます。

  5. 安全の確保
関西電力グループは「関西電力グループ安全行動憲章」に基づき、ゆるぎない安全文化を構築していきます。

（一人ひとりの行動規範）
• 全ての行動において安全確保を最優先することにより、関わる全ての人の安全を守ります。

（注）2004年8月の美浜発電所3号機事故をはじめとする事故や災害から得た数々の教訓を通じて、安全は全ての事業活動の根幹であり、信

頼を賜る源であることを深く心に刻み、「関西電力グループ安全行動憲章」を制定しました。本項目は、それを踏まえたものです。

  6. お客さまに選ばれる商品・サービスの提供
関西電力グループは、イノベーション等を通じてお客さまに選ばれる商品・サービスの開発・改善に努め、社会
的課題の解決に貢献します。

（一人ひとりの行動規範）
• プロとしての自覚と誇りを持ち、常にサービスの向上に努めるとともに、お客さまのご要望やご相談に

は誠実、迅速かつ的確に対応し、お客さまの満足につなげます。
• 業務遂行に当たっては、品質を維持向上するため、業務内容やルールを継続的に改善していきます。
• お客さまと社会に新しい価値をお届けするため、イノベーションを推進し、ステークホルダーとの協創

を図ります。
• 知的財産の創造と保護に努めるとともに、生み出された知的財産を有効に活用して、社会に有用な商品・

サービスを開発・提供します。

  7. よりよき環境の創造を目指した取組み
関西電力グループは、環境との関わりが深い事業者として、気候変動問題への取組みをはじめ、資源循環の推進
や地域環境保全等、様々な環境問題に取り組むことの重要性を認識し、自らの事業活動に伴う環境負荷および環
境リスクの低減に努めます。さらに、環境負荷の少ない商品・サービスの提供を通じて、よりよき環境の創造を
目指し、持続可能な社会の構築に積極的に貢献します。

（一人ひとりの行動規範）
• 環境保全の重要性を認識し、自らの業務が環境に与える影響を十分に配慮します。
• 自らの業務において、省資源・省エネルギー等の環境に配慮した行動を実践します。
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  8. 地域社会の課題解決・発展に向けた取組み
関西電力グループは、地域や生活に密着した事業者として、地域社会の持続的な発展なくしては、自らの発展は
ありえないという認識のもと、様々なステークホルダーと連携しながら、地域経済や地域コミュニティの活性化に
向け、地域社会の課題解決に積極的に取り組みます。また、海外の事業活動においても、現地の文化や慣習に配
慮しながら、それぞれの地域社会の発展に貢献します。

（一人ひとりの行動規範）
• 事業活動に関わる地域社会と連携し、地域社会の課題解決や活性化に取り組みます。
• 地域社会の声に耳を傾けるとともに、自ら実践できることを考え、社会貢献活動に積極的に参加します。

  9. 危機管理の徹底
関西電力グループは、社会に不可欠なライフラインを担う事業者として、市民生活や企業活動に脅威を与える事
象や災害等の発生に備え、組織的な危機管理を徹底し、商品・サービスの安全かつ安定的なお届けに、日々、万
全を期します。

（一人ひとりの行動規範）
• 日常の点検等により、事故災害・不具合につながる要因を把握し、その未然防止に努めます。
• 自然災害・武力攻撃・感染症のまん延・サイバー攻撃等を想定し、研修・訓練等により、これらの有事

に備えます。
• 万が一事故や災害等が発生した場合には、全社員が一丸となり、お客さまや社会への正確な情報発信、

社内外との連携、支援物資の手配等を含め、迅速な復旧等に努めます。

  10. 役員の責任と本憲章の徹底
社長をはじめ、関西電力グループの全役員は、本憲章の実践が自らの役割であると認識して経営に当たり、実効
性のあるガバナンスを構築して関西電力グループ全体に周知徹底を図ります。また、本憲章に反し社会からの信
頼を失うような事態が発生した時には、全役員が率先して問題解決、原因究明、再発防止等に努め、その責任を
果たします。
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▶経営理念・行動憲章の実践に向けた活動
当社は、経営理念および行動憲章を従業員一人ひとりが真に理解し、日々の業務において実践していくための活動計画を定めてい
ます。本計画に基づいて、経営層と従業員との意見交換、各種研修、各職場でのディスカッション、メールマガジンの配信、グルー
プ会社支援等の活動を積極的に行っています。この活動の一環として、「経営理念」、「コンプライアンスチェック」、「安全行動の誓い」
を記載した携帯用のコンダクトカードを全従業員に配布しており、従業員は、このカードの裏面に自らの行動宣言を明記し、日々
の業務における行動や目標の確認に活用しています。2022年度においては、経営理念策定当時を振り返り、策定の背景や、込め
られた思いを紹介する動画の作成、英語併記に係る解説資料、「大切にする価値観」のうち、新たに「挑戦」に係るディスカッション
ツールを作成するなど、各種コンテンツを充実させ、経営理念の更なる理解浸透および実践に繋げる取組みを行いました。

▶サステナビリティ推進体制
当社グループは、お客さまと社会のお役に立つ企業グループとして持続的な成長・発展をとげるとともに、グローバルな社会課題
の解決を通じた持続可能な社会の実現を目指してサステナビリティに資する取組みを推進しております。こうした取組みをより一
層推進するため、社長を議長とした「サステナビリティ推進会議」を設置し、当社グループ全体のサステナビリティ推進に関する総
合的方策の策定に加え、グループが社会の持続的な発展に貢献するための総合的方策の策定を行い、具体的な活動を展開してい
ます。また、専門的な課題については、「サステナビリティ推進部会」など下部組織にて検討を重ねています。こうした体制のもと、
各事業本部などはサステナビリティ推進会議で策定された方針に基づき、それぞれの活動を展開しています。
グループ会社においても、当社とコミュニケーションを取りながら、自律的にサステナビリティ活動を展開しています。

取 締 役 会

執 行 役 会 議

サステナビリティ推進会議
議長：社長 サステナビリティ

推進部会

事業本部・本部・室、
業務機関等 関西電力送配電（株） グループ会社
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▶関西電力グループのマテリアリティ（重要課題）
当社グループが持続的な成長をとげるとともに、SDGs等のグローバルな社会課題の解決を通じて社会の持続的な発展に貢献する
ことを目的とし、中期経営計画（2021-2025）の策定に合わせて下記10個のマテリアリティ（重要課題）を特定しています。

⃝マテリアリティの特定プロセス

・関西電力グループ「ゼロカーボンビジョン2050」の実現に向け、原子力・再エネに加え、ゼロカーボン火力
も含めた「電源のゼロカーボン化や低炭素電源の導入に向けた最適な電力系統の実現等」に取組み、脱炭素化
に向けて貢献します

・デジタル化やイノベーション、働き方改革を加速させ、強靭な企業体質への改革を行い、お客さまや社会に
新たな価値を提供し続けます

・信頼回復を事業運営の大前提として位置付け、ガバナンス確立とコンプライアンスを推進し、確固たる経営
基盤を構築します

E

E S G

S

G

新たな価値の提供による収益力の強化

E

S

ダイバーシティの推進と
安全で働きやすい職場環境の構築

サプライチェーンにおける
適切なリスク管理

S

人財育成・確保の強化

G

ステークホルダーとの
双方向コミュニケーションの深化

ガバナンスの確立と
コンプライアンスの徹底

ゼロカーボンに向けた
取組み推進

安全最優先での
レジリエントな事業基盤の強化

デジタル技術の活用による事業の
変革と情報セキュリティ対策の強化

事業エリアにおける
信頼獲得と地域活性化への貢献

※見直しを行うにあたり考慮すべき基本要件としてGRIスタンダード（電力固有の側面含む）を参照しています。

中期経営計画 (2021-2025)
の達成を阻害するリスク・
促進する機会を網羅的に
洗い出し、それぞれに対し
て「発生可能性」、「発生時
期」、「影響度」から評価し、
重大なリスク・機会約500
項目を抽出

整理した重要課題に対して、株主・投資家のみ
なさまのご意見、ESG外部評価において重要視
される課題やSDGs、各種フレームワーク（国際
統合報告フレームワーク、GRIスタンダード等）、
ステークホルダーとのコミュニケーション、 ESG
調査の評価項目などを参考に、当社が取り組む
べき重要課題を特定。ステークホルダーにとっ
ての重要性・妥当性を評価

抽出した重大リスク・
機会に対応していくた
めの、当社にとっての
重要課題を中期経営
計画、リスクマップと
の整合性を確認の上、
整理

執行役会議、取
締役会にて議論
の上、10個の課
題をマテリアリ
ティとして特定

STEP❸ STEP❹STEP❷STEP❶
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⃝マテリアリティ（重要課題）のリスク・機会

マテリアリティ リスク 機会

E

新たな価値の提供による
収益力の強化

• 人口減少に伴うエネルギー需要の減少
• 国内電力小売競争激化
• 異業種企業参入による既存ビジネスモデルの競争力低下
• FTTH市場、モバイル市場における顧客獲得競争激化
• 国内での不動産優良物件の獲得競争激化
• 海外展開におけるカントリーリスクやマーケットリスク

• 電カ・ガス自由化によるビジネスチャンスの拡大（関西
エリア以外への進出）

• 省エネ進展に伴うエネルギーヘの関心の高まり
• 技術革新による電気の利用形態の変化
• アライアンスの拡大による販売チャネルの充実
• SG普及に伴う国内インフラ事業の拡大
• 国内社会課題（医療・介護・高齢化など）の顕在化に

よる事業機会
• 分散化などのニーズ多様化による事業機会

S

G

E ゼロカーボンに向けた
取組み推進

• 気候変動問題への対策強化に伴う既存事業への規制・
政策の大幅な見直し

• ESG投資や脱炭素化の潮流の高まりによる新たな収益
拡大機会

• 国内外における再エネ投資機会の拡大
• 新市場設立に伴う収益拡大機会
• 省エネ進展に伴うエネルギーヘの関心の高まり

S
安全最優先での
レジリエントな
事業基盤の強化

• 電力供給設備の高経年化の進展
• 台風・豪雨（気候変動に起因する異常気象など）や地震・

津波などの自然災害に伴う設備事故
• 原子力をはじめとする大規模電源の計画外停止
• サイバー攻撃や感染症への対策不足による安定供給

阻害
• 厳気象による（猛暑および厳寒）需給ひっ迫

• レジリエントな事業基盤の強化により、お客さまや
社会のみなさまから賜る信頼と、それを通じた事業
機会

S
デジタル技術の活用による
事業の変革と
情報セキュリティ対策の強化

• サイバー攻撃への対策不足による安定供給阻害
• FTTH市場、モバイル市場における顧客獲得競争激化
• ビジネスモデルの変革、技術革新への対応遅れや

専門人材育成停滞による事業機会の喪失

• 技術革新による電気の利用形態の変化
• 5G普及に伴う国内インフラ事業の拡大
• デジタル技術を活用した生産性向上・新たな価値の

創出

S 事業エリアにおける信頼
獲得と地域活性化への貢献

• 国内電力小売競争激化
• 海外展開におけるカントリーリスクやマーケットリスク
• 地域社会とのコミュニケーション不足による信頼低下

• 分散化などのニーズ多様化による事業機会
• 海外エネルギー需要の拡大による事業機会
• 電カ・ガス自由化によるビジネスチャンスの拡大（関西

エリア以外への進出）

S
ダイバーシティの推進と
安全で働きやすい職場環境
の構築

• 労働人口減少に伴う人材獲得競争激化
• ビジネスモデルの変革、技術革新への対応遅れや

専門人材育成停滞による事業機会の喪失

• 多様な人材活用による新たな価値の創造
• 働き方改革推進に伴う生産性向上

S サプライチェーンにおける
適切なリスク管理

• サプライチェーンを含む安全上の問題、
重大なコンプライアンス違反による企業価値毀損 ー

S 人財育成・確保の強化
• 労働人口減少に伴う人材獲得競争激化
• ビジネスモデルの変革、技術革新への対応遅れや

専門人材育成停滞による事業機会の喪失

• 多様な人材活用による新たな価値の創造
• 働き方改革推進に伴う生産性向上

S
ス テ ー ク ホ ル ダ ー と の
双方向コミュニケーション
の深化

• ESGなどをはじめとする社会要請への対応不足に
より情報開示が不十分となり、ステークホルダー
のみなさまの理解を得ることができないリスク

• 適時的確な情報発信やステークホルダーとの
コミュニケーションによる当社事業への理解獲得

G

G ガバナンスの確立と
コンプライアンスの徹底

• サプライチェーンを含む安全上の問題、
重大なコンプライアンス違反による企業価値毀損 ー
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社　会関西電力グループのサステナビリティ 環　境 ガバナンス

S U S T A I N A B I L I T Y

⃝マテリアリティ（重要課題）の目標・実績
特定したマテリアリティに関する取組みのうち、中期経営計画の達成に向けて特に重要となる項目を抽出し、重点化を図るととも
に目標を設定した。

マテリアリティ 活動項目 2022年度目標 2022年度実績 2023年度目標

新たな価値の
提供による
収益力の強化

収益の確保

• 経常利益
「3ヵ年平均1,000億円以上
（2021-2023年度）」
「2,500億円以上（2025年度）」

•FCF
「3ヵ年平均▲500億円未満
（2021-2023年度）」
「2,000億円以上（2025年度）」

2021-2025年度合計で黒字化
•自己資本比率
「20%以上（2021-2023年度）」
「23%以上（2025年度）」

•ROA
「3ヵ年平均1.5%以上
（2021-2023年度）」
「3.5%以上（2025年度）」

•経常利益「▲66億円」
•FCF「▲2,898億円」
•自己資本比率「20.4%」
•ROA「0.2%」

•経常利益
「3ヵ年平均1,000億円以上
（2021-2023年度）」
「2,500億円以上（2025年度）」

•FCF
「3ヵ年平均▲500億円未満
（2021-2023年度）」
「2,000億円以上（2025年度）」

2021-2025年度合計で黒字化
•自己資本比率
「20%以上（2021-2023年度）」
「23%以上（2025年度）」

•ROA
「3ヵ年平均1.5%以上
（2021-2023年度）」
「3.5%以上（2025年度）」

ゼロカーボンに
向けた取 組 み
推進

CO2排出抑制
取組みの推進

• ゼロカーボン発電量国内No.1
• 2025年度に国内発電事業に伴う

CO2排出量を半減（2013 年度比）

• ゼロカーボン発電量国内No.1を
継続

　 （電力調査統計に基づく調査、比
較による）

• 2013年度比で、約49％削減

• ゼロカーボン発電量国内No.1
• 2025年度に国内発電事業に伴う

CO2排出量を半減（2013年度比）

再生可能
エネルギーの
さらなる開発・活用

• 2040年までに、新規開発500万kW、
累計開発900万kW 規模

• 392万kW/900万kW 以上（目標）
※ 社外公表済み案件のみ。再生可能エネル

ギー事業本部が所管しない電源を含む。

• 2040年までに、新規開発500万kW、
累計開発900万kW 規模

火力発電所の
熱効率の維持・向上

• ベンチマーク指標
　（A:1.00、B:44.3%) の達成
※ 省エネ法のベンチマーク制度に基づく

指標

• ベンチマーク指標
(A:1.00、B:44.3%)達成

• ベンチマーク指標
　（A: 1.00、B:44.3%) の達成

原子カプラントの
安全•安定運転の
継続

• 運転計画に基づく安全•安定運転
の継続（計画外停止件数：0件）

• 高浜発電所4号機において計画
外停止が1件※発生したものの原
因究明・対策の後、速やかに発
電を再開。他の発電所において
は安全•安定運転を継続。

※ 高 浜 発 電 所4号 機 原 子 炉 自 動 停 止
（2023年1月30日～ 2023年3月25日）

• 運転計画に基づく安全・安定運
転の継続（計画外停止件数： 0件、
原子力発電電力量： 453億kWh）

送配電ロスの低減 • 送 配電 損 失 率の維 持・低 減に
努める • 送配電損失率「5.10%」 ー

電力ネットワーク
での再エネ導入や
DER利活用の取組み

ー ー

• 将来の再エネ電源ポテンシャルに
対応した迅速・円滑な系統連系・
設備増強の推進

• 再エネ導入、DER利活用の最大化
に向けたIoT技術の活用等による
設備・運用の高度化

温室効果ガス低減
機器の導入 ー ー

• 温室効果ガス低減機器の導入台数
植物油入変圧器「1台」
SF6代替ガス機器「1台」
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社　会関西電力グループのサステナビリティ 環　境 ガバナンス

S U S T A I N A B I L I T Y

マテリアリティ 活動項目 2022年度目標 2022年度実績 2023年度目標

安全 最 優 先で
のレジリエント
な事 業 基 盤の
強化

事故・災害に
対する備えと対応

• 全社防災訓練実施
• 社外防災機関が主催する

防災訓練への積極的な参加
•（ 原子力災害への備え）教育、
　演習受講者数
• 訓練回数

• 全社防災訓練参加人数「1,002人」
• 社外防災機関が主催する防災訓

練への参加「41回」（実施回数）
• 教育、演習受講者数「約5,300人」
•訓練回数「約7,100回」

• 全社防災訓練、教育啓発等の実施
• 社外防災機関が主催する

防災訓練への積極的な参加
• 原子力事業者防災訓練に対する

原子力規制庁の評価：全項目A 評価

電力品質の維持

• 1軒あたりの平均停電時間
　「世界で最も優れた水準の維持」
　 （高経年化対策）鉄塔、コンクリート

柱の更新の「適切な実施」

• 1軒当たりの年間停電時間「7分」
　 （高経年化対策）鉄塔、コンクリート

柱について計画的に更新を実施

• 1軒あたりの平均停電時間
　「世界で最も優れた水準の維持」
• 高経年化対策「事業計画に基づ

く適 切な実施」（鉄 塔「221基」、
コンクリート柱「3,618本」の更新）

電力設備における
公衆保安の確保 • 一般の方の負傷者数「0人」 • 一般の方の負傷者数「6人」 • 一般の方の負傷者数「0人」

デジタル技術の
活用による事業
の変革と情報セ
キュリティ対策
の強化

DXを適用した経営
課題への取組み • 新たな価値の創出推進 • 新たな価値の創出「41件」

• DXを適用した経営課題への取組
【新規】（目標値： DXによる単年

効果額252億円）

情報セキュリティ
マネジメント

• 重大な情報セキュリティ事故件数
「0件」 • 1件（送配電含む） • 重大な情報セキュリティ事故件数

「0件」

DX人財の育成 • 専門研修などを通じたDX人財の
育成推進

•K4 Digital（株）への出向による高
度DX人財の育成「28名」
 

•専門研修などを通じた部門
DX推進者の育成「1,190名」

• DX人財育成戦略を策定し、
体系的な育成を実施

• 高度DX人財「31名」の育成
• 部門DX推進者「1,800名」の育成
• 全社員必修型のDX動画研修の実施

等による、DXリテラシーの底上げ

事業エリアにお
ける信頼獲得と
地域活性化への
貢献

地域社会に対する
お役立ち活動

• 地域社会と連携した需要の維持・
創造

• 構 想 が 実 現した サステナブ ル
コミュニティ「16件」

• 地域社会と連携した需要の維持・
創造

お客さまの声を
活かす取組み • 継続的な取組みの実施 • お客さまの声に基づく改善件数

「53件」 • 継続的な取組みの実施

お客さま応対の
品質向上 • お客さま満足度「90.0%以上」 • お客さま満足度「92.7%」 ー

ダイバーシティの
推 進と安 全で
働きやすい職場
環境の構築

労働災害発生状況 • 災害度数率「0」 • 災害度数率「0.29」 • 災害度数率「0」

ダイバーシティの
推進

• 女性役職者比率および女性管理職
比率「2030年度末までに2018年度
の3倍(6.3%、4.8%)以上」

• 採用における女性比率
　「事務系40％以上、技術系10％以上」
• 障がい者雇用の促進

• 女性役職者比率「3.2%」、
女性管理職比率「2.7%」

• 採用における女性比率
　「事務系49%、技術系14%」
• 障がい者雇用率「2.5%」

• 女性役職者比率および女性管理職
比率「2030年度末までに2018年度
の3倍(6.3%、4.8%) 以上」

• 採用における女性比率
　「事務系40％以上、技術系10％以上」
• 障がい者雇用の促進

働きや すい 職 場
環境の構築

• 有給休暇取得率「90％以上」
• 総労働時間「2015年度比5％削減

＝一人当たり所定外労働時間換算
190時間（年）相当」

• 男性育児休職取得率
　「女性取得率と同程度」
• 男 性 育 児 休 職 平 均 取 得 日 数
「2025年度までに１か月以上」

• 離職防止の取組みの充実

• 有給休暇取得率「99.4%」
• 従業員一人あたり所定外労働時間
「250時間（年）」

• 男性育児休職取得率「124%」
• 男 性 育 児 休 職 平 均 取 得 日 数 
「14.5日」

• 離職率「0.90%」

• 有給休暇取得率「90％以上」
• 総労働時間「2015年度比5％削減

＝一人当たリ所定外労働時間換算
190時間（年）相当」

• 男性育児休職取得率
　「女性取得率と同程度」
• 男 性 育 児 休 職 平 均 取 得 日 数
「2025年度までに１か月以上」

• 離職防止の取組みの充実

事業活動における
人権侵害の防止 ー ー • 人権侵害件数

　（重大な人権侵害0件）
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社　会関西電力グループのサステナビリティ 環　境 ガバナンス

S U S T A I N A B I L I T Y

マテリアリティ 活動項目 2022年度目標 2022年度実績 2023年度目標

サプライチェーン
における適切な
リスク管理

調達 基 本 方 針の
実践と取引先への
浸透

• 調達基本方針の浸透のため、取
引先へのアンケート調査を実施

• 新規サプライヤーに対し、調達活
動に関するアンケートを実施

• 主な取引先および新規サプライ
ヤーに対し、人権デューデリジェ
ンス実態調査を実施

• 調達基本方針およびパートナー
シップ構築宣言の浸透のため、
取引先へのアンケート調査を実施

ステークホルダーとの
双 方 向コミュニ
ケーションの深化

株主・投資家への
情報発信、 対話実
施（ESG含む）適時
的確な情報発信

• ステークホルダーとの
コミュニケーションの推進

• ESG外部評価の向上

• 株主（投資家）へのさまざまな媒体
を通じた適時的確な情報発信と
対話の実施

• 株主（投資家）の声を踏まえた 
開示内容の充実

• DJSIスコアで国内電力トップを維持
• CDPスコアの向上

• ステークホルダーとの
コミュニケーションの推進

• ESG外部評価の向上

人財育成・確保
の強化

従業員のスキル・
能力開発

• 厳しい競争環境を勝ち抜く人財 
育成の推進

• 研修受講者数「38,685人」
• 養成費総額「1,479百万円」
• 従業員一人当たり教育時間
　「43.5時間」
• 従業員一人当たり養成費
　「85,400円」

• 2023年度より以下のKPIを設定し、
実績を把握予定

• 多様な「個」の進化と多様性を推
進力とする組織の構築「成長志向
指数」「成長実感指数」「多様性
実感指数」

• 多様な「個」を支える職場環境の
構築「働く環境の満足度」

人財確保の強化

• 採用計画の着実な達成
　「2023年度採用計画：470名
　（新卒： 400名、キャリア： 70名）」
• キャリア採用の拡大

• 新規採用者数
　「484名（新卒：414名、キャリア：70名）」
• キャリア採用計画2022年度「70名」、

2023年度「70名」

•  2023年度採用計画：「480名
　（新卒：410名、キャリア：70名）」

ガバナンスの確
立とコンプライ
アンスの徹底

コンプライアンスの
徹底

• 重大な社会コンプライアンス違反
件数「0件」

• 重大な環境コンプライアンス違反
件数「0件」

• 重大な社会コンプライアンス違反
件数「4件」

• 重大な環境コンプライアンス違反
件数「2件」

• 重大な社会コンプライアンス違反
件数「0件」

• 重大な環境コンプライアンス違反
件数「0件」

コンプライアンス
窓口活用促進

• コンプライアンス相談窓口の活用
状況

• コンプライアンス相談窓口の受付
件数「84件」およびそのなかでの
重大なコンプライアンス違反はなし

• コンプライアンス相談窓口の活用
状況

ガバナンス体制の
維持・強化

• 取締役会等の実効性評価の年１回
の確実な実施および評価結果に
基づく継続的な改善

• 内 部 統 制システムの 整 備 運 用 
状況の確認

• 第三者機関を活用し、取締役会等
の実効性評価を実施。結果を踏ま
え、今後の主な課題とそれらの課
題への対応の方向性を取締役会で
報告。

• 適切に実施　詳細は本レポート 
P.104 ～ 113を参照ください。

• 取締役会等の実効性評価の年1回
の実施および評価結果に基づく
継続的な改善

• 取締役会の出席率「75％以上」

　中期経営計画の達成に向けて特に重要として抽出した項目については、統合報告書P.33 ～ 34を参照
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